八尾市マイナンバーカード出張申請窓口業務
公募型プロポーザル参加申込書
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者　　

　　　　　　　　　　　　　　　 所在地


法人名・団体名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名（役職・氏名）
下記の件に係る公募について参加を申請いたします。
なお、提出する書類については、事実と相違なく、且つ、当社が実施要項に示す参加資格のすべてを有することを誓約します。
１　件　名　　八尾市マイナンバーカード出張申請窓口業務公募型プロポーザル参加申込書
２　連絡窓口
	所属部署
	

	担当者名
	

	電話番号
	（          ）     　　－

	ＦＡＸ番号
	（          ）     　　－

	メールアドレス
	



提案者調書
	１．団体・法人の種別
	１．企業（株・他）　２．財団法人（一般・公益）　
３．社団法人（一般・公益）　４．その他（　　　　　）

	２．団体・法人の名称
	

	３．代表者
	役職　　　　　　　　　　　氏名

	４．事業実施責任者
	役職・役職　　　　　　　　氏名

	５．所在地等
	〒
TEL

FAX

Eﾒｰﾙ
八尾市内の支店・営業所等の有無（有・無）

	６．法人設立年月日
	

	７．従業員数
	

	８．資本金等
	資本金

	
	売上金

	
	経常利益

	
	当期純利益

	９．株式について
	公開状況：上場（市場：　　　　　　　　）／非上場　　　株主構成：

	10．主な事業、活動の内容
	

	11.令和４年９月末時点での業務実績（詳細は添付資料「8」で記載してください）
	

	12.令和４年度物品の買入れ等に係る競争入札参加資格者名簿への登録の有無
	　　　　　　　有　　　　・　　　　無


　※項目１２で「無」を選択された場合は、添付書類１から８を提出してください。
　※項目１２で「有」を選択された場合は、添付書類４から８を提出してください。
　【添付書類】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「○＝必ず提出」、「△＝該当者のみ提出」　　　　　　　　　　　　　　　　　
	№
	申　　請　　書　　類
	様　式
	複写
	提出

	１
	法人登記簿謄本
	官公署発行
	可
	○

	２
	印鑑証明書
	官公署発行
	不可
	○

	３
	使用印鑑届
	 eq \o\ad(自由様式,　　　　　)
	可
	△


※項目１２で「有」・「無」の選択にかかわらず、下記の書類を必ず提出してください。
	№
	申　　請　　書　　類
	様　式
	複写
	提出

	４
	誓約書
	第３号様式
	不可
	〇

	５
	会社概要
	 eq \o\ad(自由様式,　　　　　)
	可
	○

	６
	業務実績調書
	 eq \o\ad(自由様式,　　　　　)
	可
	○

	７
	納税証明書
	官公署発行
	可
	〇

	８
	障がい者雇用状況報告書
	報告義務　有
	官公署発行
	可
	△

	
	
	報告義務　無
	第４号様式
	不可
	△


※添付書類に係る注意事項

１ 「登記簿謄本」
	区分
	必要な書類
	発行場所

	
	商業登記簿謄本
	法務局


２ 「印鑑証明書」

	区分
	必要な書類
	発行場所

	
	印鑑証明書
	法務局


３ 「使用印鑑届」

ア　使用印鑑とは、代表者又は代表者委任状により委任を受けた者が、契約の締結・請負代金の受領等の取引行為に使用する印鑑。

イ　実印を使用印とする場合は不要。
４　「誓約書」

「八尾市入札参加停止要綱」及び「八尾市契約関係暴力団等排除措置要綱」別表各号に掲げる措置要件に該当しないこと等について誓約書（第３号様式）を提出すること。

５ 「会社概要」

　　　　　官公庁発注業務を中心に、できるだけ業務内容がわかりやすいように経歴等を記入してください。
６「業務実績調書」

ア　募集要領「３　参加資格」（イ）の業務実績について記載してください。また、できるだけ業務内容がわかりやすいように経歴等を記入してください。

７「納税証明書」

ア　法人税・消費税及び地方消費税については「その３の３・未納税額のない証明用」、法人市民税及び住民税及び固定資産税については直近２年分の証明が必要。（ただし、固定資産税の証明については納税義務がある場合に限る）
イ　八尾市で納税していない場合は、本店又は、主たる事業所の所在地の証明で可。

ウ　証明書の証明日（認証日）が、提出日前３ヶ月以内のものであること。

エ　納期限未到来及び延納証明があるものを除き、原則として完納した証明が必要。

	区分
	必要な納税証明書
	発行場所

	国税
	法人税・消費税及び地方消費税（その３の３） ※
	税務署

	市税
	市税に滞納のない証明書
	市区町村役場


※　国税電子申告・納税システム（e-tax）による電子納税証明書での提出も可能です。
８ 「障がい者雇用状況報告書」

ア　報告義務有りの場合（雇用する常用労働者数が43.5人以上の場合）

　　　公共職業安定所の受付印のある障がい者雇用状況報告書の写しを提出すること。

　　

イ　報告義務無しの場合（雇用する常用労働者数が43.5人未満の場合）

　　　報告義務が無い旨を書面（第４号様式）で提出すること。
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※事務局記入欄
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